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はじめに

　日本政府が国際協力事業団（JICA）を通じ、2000 年 7 月にインドネシア政府に提出した「中

小企業振興にかかる政策提言」では、各種提言の一つとしてインドネシアにおける中小企業人材

育成の必要性を提言した。

　インドネシア政府は、2002 年８月に、中小企業振興分野に関する要請を日本政府に対し行い、

JICA は 2003 年３月にプロジェクト選定基礎調査団を派遣し、インドネシア商工省（Ministry of

Trade and Industry）と、上記の提言を踏まえて、中小企業人材育成にかかる協力の枠組み等に

ついて協議を行った。

　この協議を踏まえ、インドネシア政府は、2003 年５月に、中小企業人材育成事業マスタープ

ラン及びアクションプランの策定を目的とした開発調査の要請を、再度日本政府に対して行った。

　本要請を基に、JICA は 2003 年５月に予備調査団を派遣し、同年５月 29 日に実施細則（S/W）

を締結した。

　本報告書は、上記のプロジェクト選定確認調査、及び予備調査の報告書を取りまとめたもので

ある。
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用語・略語解説

用語・略語 概要

「中小企業振興に

かかる政策提言」

商工省

TOR

PUSDIKLAT

MIDC

NAFED

MOU

BAPPENAS

JJC

S/W

M/M

KADIN

Shujiro Urata Ph.D.（2000）「Policy Recommendation for SME Promotion

in The Republic of Indonesia」JICA。

The Ministry of Industry and Trade, The Republic of Indonesia（イ

ンドネシア商工省）。

Terms of Reference の略語であり、協力の内容・詳細のこと。

インドネシア商工省の機関の Center for Industry and Trade Education

and Training（産業貿易教育研修センター）。インドネシア語の略称が

PUSDIKLAT。

インドネシア商工省の機関の Institute for Research and Development

of Metal and Machinery Industries（金属機械工業研究所）。

インドネシア商工省の機関の National Agency for Export Development

（貿易振興庁）。

本報告書においては Minutes of Understanding の略語。了解事項覚書。

国家開発計画庁（National Development Planning Agency）。インドネシ

ア語の略称が BAPPENAS。

Japan Jakarta Club。インドネシアの日系コミュニティー。法人部会で

は在インドネシア日系企業のインドネシア政府に対する要望の取りまと

め等を行っている。

Scope of Work の略語。実施細則。

Minutes of Meeting の略語。協議議事録。

The Indonesian Chamber of Commerce and Industry（インドネシア商工

会議所）。インドネシア語の略称がKADIN。
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第１章 プロジェクト選定確認調査 

 

 

1.1 調査の背景、概要 

 

1.1.1 調査の背景 

 
 2000 年７月にインドネシア政府に提出された「中小企業振興にかかる政策提言」1では、イン

ドネシア経済における「viable（潜在的な能力のある）」な中小企業の重要性が示されるととも

に、中小企業の問題点として経営・技術能力の欠如が指摘され、中小企業人材育成事業の必要性

（及びそれを行う機関設立の必要性）が提言されている。同提言は、インドネシアの中小企業振

興政策の基礎となる提言として、インドネシア政府のみならず、ドナー会議等の場を通じて他の

援助機関にも幅広く認知されている。 

一方、インドネシアにおける中小企業人材育成事業にかかる現状は、産業政策を所掌するインド

ネシア商工省の１部局である中小企業総局を始めとして、関係部局（研究開発庁及び同庁所管

の研修施設、PUSDIKLAT2及び同機関所管の研修施設）が相互連携を図ることなく実施しており、

これが必ずしもインドネシアの中小企業のニーズを満たすものになっていない。したがって、

特に上記提言の提出後は、中小企業総局を中心とした相互連携の取れた総合的な中小企業人材

育成政策の実施が求められており、インドネシア商工省内でも調整を取るような動きが見られ

ている。 このような状況の中、2002 年８月、インドネシア商工省の１部局である研究開発庁は、日本

政府に対して「インドネシア R&D 機関能力強化」開発調査の要請をした。同要請は、中小企業総

局との事前調整が無いままの要請であるとともに、研究開発庁が所管する研究開発機関を実施機

関とし、機材供与にかかる要請も含んだ、中小企業の技術的能力向上の側面のみを目的とした要

請である。したがって、これはインドネシア中小企業振興政策の基礎として認知されている「中

小企業振興にかかる政策提言」の主旨（経営・技術能力向上にかかる中小企業人材育成事業）に

沿うものではなく、同提言を基にインドネシアの中小企業振興政策に協力してきた日本政府の方

針とも合うものではなかった。 

 

上記を背景として、同分野にかかる今後の協力の枠組み・内容について、インドネシア商工省

の関連部局と協議を実施するためのプロジェクト選定確認調査団が派遣された。 

 

                                             
1 Shujiro Urata Ph.D.（2000）「Policy Recommendation for SME Promotion in The Republic of Indonesia」
JICA 
2 インドネシア商工省傘下の Center for Industry and Trade Education and Training（産業貿易教育研
修センター）のこと。インドネシア語の呼称が PUSDIKLAT。 
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1.1.2 要請の概要（主な内容であり翻訳ではない） 

 
（１）案件名：インドネシア R&D 機関能力強化 

（２）調査地：ジャカルタ特別州 

（３）実施機関： 

研究開発庁（Agency for Industrial and Trade Research and Department（AITRD）） 

→年間予算 100 万 US$（約１億 2000 万円）、職員 3311 人 

（４）背景： 

 １）実施機関について： 

AITRD には、R&D センターが５ヶ所、セクター別 R&D 地方施設が９ヶ所、R&D 地方施設

が 13 ヶ所ある。それらの役割は以下のとおり。 

ア．マクロR&D活動：産業・貿易開発政策策定のためのインプット及び商工大臣への勧告。 

イ．ミクロ R&D 活動：セクター及び地方のセンター・施設を活用した原材料加工、生産

工程、産業開発に必要な製品及び機材にかかる、技術的 R&D による産業・貿易開発

支援。 

 ２）当該セクターにおける中央／地方政府の開発政策： 

・バリューチェーンを基に競争的優位に位置する産業の強化による産業クラスター形成。

また、異なるセクター間及び中小企業? 大企業間のリンケージ強化による産業ネットワ

ーク形成、それによる生産性の向上。 

・以下等によるビジネス環境整備。 

ア．技術的に優れた産業間の協力 

イ．R&D 施設? 産業? 大学間の協力 

ウ．科学技術開発強化のためのインフラ 

エ．技術・経営スキル、ビジネスサービス、法律分野の労働者研修コース 

 ３）当該セクターにおける解決すべき問題点： 

ア．限られた資金、設備、人材（特に産業 R&D 機関（IRDI）における能力のある人材）

から生じる技術面の弱さ 

イ．グローバルな視点の弱さ、産業界のニーズに対する IRDI の対応の遅れ、及び IRDI の

広報活動の効率の悪さから生じる産業界からの低い信頼 

ウ．限られた（IRDI の）インフラと施設（IRDI はこの状況下で原材料の代用、技術適

用と応用、標準確立と応用、機械と生産機材改良、産業汚染抑制にかかる R&D を

実施） 

（５）調査の TOR： 

 １）（プロジェクトの）国家開発計画における位置付け： 

   ・産業 R&D 機関（IRDI：Industrial R&D Institute）の強化は国家開発計画において優先

度は高い。 
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２）（プロジェクトの）中・長期的課題： 

  ・IRDI を地域において最も良い R&D 機関の１つにする。 

３）（プロジェクトの）短期的課題： 

 ・中小企業、産業セクター支援のための IRDI 強化 

４）調査の目的：22 IRDI の能力強化 

・（22IRDI（Industrial R&D Institute)とは、上記「（４）背景 １」実施機関について）

の項に記載の R&D 地方施設９ヶ所＋13 ヶ所＝22 ヶ所のことかと思われる） 

・研究開発庁傘下（要請書が作成された段階）には、９つの大型研究開発センター（産

業分野別で基本的に、インドネシア全国をカバー）と、13 の研究開発センター（設置

された地域の産業分野を振興）あり、全部で 22 ということになる。その後、大型研究

開発センターの一つは、中小企業総局に移管された。 

 ５）アウトプット： 

・将来における IRDI 能力強化のためのアクションプラン 

 ６）調査の範囲： 

   ア．22IRDI 

   イ．22IRDI のビジネスプラン 

   ウ．R&D 機関アセスメント 

   エ．モニタリング＆評価 

 ７）調査に含まれるもの： 

   ア．R&Ｄ機関の経営 

   イ．研究室の機械・設備 

   ウ．比較調査 

   エ．職員研修 

 ８）希望実施時期及び期間：2003 年５月から２年間 

（６）その他： 

 資金の出所：インドネシア政府及び JICA 

 

 

1.2 調査団概要 

 

1.2.1 調査目的 

 

 今回のプロジェクト選定確認調査においては、研究開発庁に対し、インドネシア中小企業振興

の課題として「中小企業振興にかかる政策提言」にも述べられている経営・技術能力にかかる研

修を中心とする中小企業人材育成の必要性に鑑み、商工省が実施すべき包括的な人材育成計画を
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描くことが先決である旨指摘し、日本側から提示する協力 TOR3修正案を説明の上、基本的合意

を図る。 

 また、開発調査を出来るだけ早い時期に実施するために、インドネシア側で要請内容を再検討

の上、中小企業総局よりできるだけ早期に正式要請を再提出するよう依頼する。 

 

1.2.2 団員構成 

 

（１）総括：片山 裕之、JICA 鉱工業開発調査部工業開発調査課 課長代理 

（２）中小企業人材育成・行政：植村 豊紀、METI 大臣官房課 企画官 

（３）調査企画：上野 修平、JICA 鉱工業開発調査部工業開発調査課 職員 

 

1.2.3 調査日程 

日付 日程 備考 

3 月 16 日（日） 東京発（11：25）→JL725→ジャカルタ
着（17：10） 

植村企画官、上野団員は 3/13 開催
の SME セミナー出席等のため 3/12
にインドネシア入り 

3 月 17 日（月） 9：00  JICA 事務所  
13：30 PUSDIKLAT 所長  

 

3 月 18 日（火） 10：00 商工省中小企業総局長  
13：00 研究開発庁長官  

 

3 月 19 日（水） 11：00 PUSDIKLAT 研修施設視察（於ボ
ゴール） 

17：00 ラップアップミーティング（中
小企業総局、PUSDIKLAT 等） 

 

3 月 20 日（木） 14：30 JICA 事務所 報告 
ジャカルタ発（23：30）→JL724→大阪
着（翌日 7：55 着、9：00 頃発）→JAL
臨時便→東京着（10：30 頃） 

 
予定していた JAL726（東京着 7：25）
は機体故障のため運航せず、左記の
とおり帰国 

 

 

1.3 調査結果 

 

1.3.1 合意内容 

 

 付属資料１の Minutes of Understanding（了解事項覚書）のとおり。主なポイントは以下の

とおり。 

（１）本調査のインドネシア側カウンタパート機関としてインドネシア商工省関係各部署からの

代表者で構成するワーキンググループを設立することを想定しているが、このワーキンググルー

                                             
3 TOR とは Terms of Reference の略語であり、ここでの意味は協力の内容・詳細のこと。 
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プに商工省関係部署以外の労働移住省、国民教育省を加えることについては、今後検討すること

とする（産業人材育成に関係する省を広く集めたいとのアグス中小企業総局長の強い要望）。 

（２）マスタープラン、アクションプランの対象とするセクター/業種を絞込みについて検討す

る（アグス総局長からの要望）。 

（３）今回の協議を踏まえ、速やかに正式要請書を再提出する。 

 

1.3.2 留意事項 

 

・ワーキンググループ（WG）メンバー構成及び調査の方向性 

 上記「１．合意内容（１）」記載のとおり、WG への他省庁の参加を検討することを合意したも

のの、WG 議長である商工省中小企業総局長が他省庁参加者の意見等を取りまとめることが出来

るかどうか懸念が残る。協議の際に、調査団からその点について質問したところ、相手側から明

確な回答は無かった。今後、S/W 時までに現地 JICA 専門家を通じて調整する必要がある。 

 また、MIDC4所長を WG の副議長に指名したいとの中小企業総局長の発言があった。今回の協議

では、経営・技術両面における人材育成のマスタープラン、アクションプランの策定を目指すこ

とで合意しているが、例えば WG のメンバー構成など、今後、技術面により力点をおこうとする

考え方が浮上してくる可能性にも留意し、S/W に向けて事務所・専門家を通じ、「中小企業振興

にかかる政策提言」レポートの主旨である経営面での人材育成の重要性をよく認識してもらうよ

う働きかける必要がある。  

 

 

1.4 面談等の内容 

 

1.4.1 JICA 事務所 

 

日時：3 月 16 日（月）9：00～ 

場所：JICA 事務所所長室 

出席者：神田所長、大岩次長、永江 JICA 専門家、調査団 3 名、計 6 名 

内容： 

・留意点として、本開発調査案はワーキンググループに対して支援するとしているが、インドネ

シア側のどこかの部署に軸を置かないと調査の実行力が弱い。中小企業総局を中心に支援すると

して、中小企業総局は MIDC しか実施機関を持っていないため、例えば、１）NAFED5のように庁

を設置するか、２）MIDC を実施機関として想定することもあるのではないか。ただし、MIDC は

                                             
4 インドネシア商工省傘下の Institute for Research and Development of Metal and Machinery Industries
（金属機械工業研究所）のこと。  
5商工省傘下の National Agency for Export Development（貿易振興庁）。 
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現中小企業総局長が配置換えして中小企業総局傘下にしたので、人事が変わればまた研究開発庁

傘下になるかもしれないので留意する必要あり（神田）。 

・研究開発庁から機材の要請があるが、EU が支援を検討しているという情報がある（永江）。 

 

1.4.2 PUSDIKLAT 所長 

 

日時：3 月 16 日（月）13：30～ 

場所：PUSDIKLAT 所長室 

出席者：Usep 所長、安藤所員、永江 JICA 専門家、調査団３名、計 6 名 

内容： 

・中小企業総局長、研究開発庁長官と自分の３人で、昨年の夏に次につき合意。政策は中小企業

総局、技術の研修は研究開発庁、経営の研修は PUSDIKLAT。しかし、具体的には誰も手を付けて

おらず、PUSDIKLAT だけが今年の 2 月からその役割分担に沿った研修を始めた。この開発調査に

大変期待している（Usep、以下同じ）。 

・PUSDIKLAT について説明すると、インドネシア全土に 2,400 人の職員があり、本部、17 の学校、

及び９の研修施設（Balai diklat industri）がある。研修の種類は３つあり、次のとおり、１）

職業能力研修（予算比率約 70％）、２）商工省職員研修（約 15％）、３）中小企業向け研修（約

15％）。実施の前に計画を策定しており、現在は 2002 年～2007 年の計画がある。 

・（当方からの、研修の評価はしているか、PUSDIKLAT は外部の講師と契約しているのか、とい

う質問に対して）評価方法は確立している。また専門的な研修を実施するために、PUSDIKLAT 外

部からのインストラクター96 人と契約している。 

 

1.4.3 商工省中小企業総局長 

 

日時：3 月 19 日（火）10：00～ 

場所：中小企業総局会議室 

出席者：Agus 総局長、TaufiqMIDC 所長、Director 約 5 名、その他インドネシア側約 6 名、福

岡参事官、安藤所員、永江 JICA 専門家、調査団 3 名、計約 20 名 

内容： 

・（当方から協力 TOR 案等を説明した後）次の４つのコメントがある。１）中小企業の人材育成

のニーズを確認する必要あり、２）セクター/業種を決める必要あり、３）他の人材育成機関が

何をやっているか確認する必要がある、例えば労働省、教育省や地方政府が考えられる、４）マ

スタープランに含まれるべきアクションプランを策定するべき（Agus）。 

・（上記コメント３）に対して当方から難しい旨伝えたところ）難しいことは同意だが、それら

の省庁等にも、研修に関してはノウハウを有しており、重複を避けるためにも調査は必要。また、

調査結果として、例えば共通の課題を設けることも考えられる（Taufiq 所長）。重複を避ける方
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向では無く、同じ課題に向けての統一的事業とすべき。また、他省庁をワーキンググループのオ

ブザーバーでは無くメンバーとしたい。また、MIDC も研修に関するノウハウを有しているので、

MIDC 所長をワーキンググループの副議長にするとともに、本開発調査のコンサルタントが常駐

する事務所は MIDC としたい（Agus）。 

→（これらの点については、MOU6署名の際に協議を行い、上記２）の「セクター/業種を確認

する」、３）「他の人材育成機関（労働省、教育省等）をワーキンググループに含めることを

検討する」ことを MOU にコメントとして記載した。MIDC を副議長にする件については、相

手側から一度は MOU にコメントとして記載したい旨連絡があったが、結局記載せずに協議を

終えた。） 

 

1.4.4 研究開発庁長官 

 

日時：3 月 19 日（火）13：00～ 

場所：研究開発庁官室 

出席者：Sudarmasto 長官、Director１名、その他インドネシア側約 2 名 

    安藤所員、永江 JICA 専門家、調査団 3 名、計約 9 名 

内容： 

・（当方から協力 TOR 案等を説明の後）「中小企業振興にかかる政策提言」をフォローすることは

重要。また、協力 TOR 案についても理解した。一つ質問がある、本開発調査が始まる 9 月以降は

研修開発庁は何をすれば良いか（Sudarmasto）。ワーキンググループの主査は Agusu 中小企業総

局長であり、基本的にはそこが責任を持って率先するので、その支援をお願いしたい（植村）。 

 

1.4.5 PUSDIKLAT 研修施設視察 

 

日時：3 月 20 日（水）11：00～ 

場所：PUSDIKLAT の研修施設（於：サワンガン、ボゴール） 

出席者：相手方、永江 JICA 専門家、調査団 2 名 

内容： 

・今年の予定として、SME 向けに次の３つのコースを考えている。1）バナナに関する食品加工、

２）モータサイクル及び自動車の修理、３）TQC（相手方説明、以下同様）。 

・一つのコースに対し、1 回 30 人を研修する予定。参加者は、SME の経営者。なお、昨年は輸出

入手続きに関する研修を行った。講師は、上記１）については外部から招き、２）についても同

様、３）については当研修施設（Balai）に講師がいる。なお、１）はボゴールにある商工省傘

下の農業の研修施設で行う。 

                                             
6 MOU とは、Minutes of Understanding の略語。了解事項覚書のこと。 
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・地方政府との連携も積極的にしている。研修予算について、地方政府参加者の費用はそれぞれ

の地方政府が負担。SME 経営者については、中小企業総局が負担する。なお、受講生は日当をも

らう。 

・（当方からの「研修実施後の評価をしているか」等の質問に対して）まだしていない。難しい。

また、他の研修施設に同様の研修を展開する計画はある。例として、ジョグジャカルタの民芸品

やスラバヤの食品加工がある。ただしこれを展開できるかどうかは研修施設の所長の力量による。 

 

1.4.6 ラップアップミーティング 

 

日時：3 月 19 日（水）17：00～ 

場所：中小企業総局会議室 

出席者：Agusu 総局長、Effendi 及び Putjuk ダイレクター、Steven 法アドバイザー、

UsepPUSDIKLAT 所長（途中退席）、Lienda（Head of Sub Division for International 

Coopeartion）、その他インドネシア側 1、2 名、永江 JICA 専門家、調査団 3 名 

内容： 

・本開発調査で取り上げる「SME」の定義・捉え方を双方議論し、本開発調査の Target セクター

/業種を絞ることは重要との発言があった（Agusu）。 

→MOU に、S/W 締結時に本開発調査の Target セクター/業種を合意することを記載した。 

→なお、「SME」の定義・捉え方については、当方は Supporting Industry、Export Oriented 

Industry 等と説明したのに対し、相手側は、SME はまず１）Industry、２）Trade、３）Service、

４）Mining に分類され、例えば１）Industry の中に Textile、Food、Chemical、Craft、機

械、金属等９つの分類があるとのこと。 

・また、中小企業総局は、バンドンの MIDC に本開発調査の事務所を設置することを一旦提案し

たが、これはジャカルタの商工省の建物が 2004 年まで満室のため、日本側のコスト負担軽減を

考慮した上で提案したが、日本側費用でジャカルタに調査団事務所を設置できるのであれば問題

は無いと考える（Agus）。 

 →当方から、ジャカルタに事務所があることが重要であり、調査団持ちの費用については可能

であると説明した。 

・その他、4 月中旬までにアドバンスで要請提出、5 月中旬までに正式要請提出することで合意。

また案件名についてはコンセプトが同じであれば変更可能とした（→MOU 上で既に変更した）。

これは BAPPENAS7の申請に際し、商工省の他の分野におけるドナーからの技術協力と重複する内

容であるかのような印象を避けるために必要との説明が Agus 総局長よりあった。その他は、付

属資料１．の MOU を参照。 

 

                                             
7 BAPPENAS とは、国家開発計画庁（National Development Planning Agency）のことであり、「BAPPENAS」
とは同庁のインドネシア語名の略語。 
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1.4.7 JICA 事務所報告 

 

日時：3 月 20 日（木）14：30～ 

場所：JICA 事務所所長室 

出席者：神田所長、安藤所員、永江 JICA 専門家、調査団３名、計６名 

内容： 

・（本調査団からの報告後のコメントとして）中小企業総局は MIDC を自身の中核機関に育てたい

のであろう。個人的には、MIDC の技術部門は民営化し、経営・生産にかかる人材育成の機能

を付け加えて良いと考える。一方、（「中小企業振興にかかる政策提言」の提言にもあった）

「診断」事業的なことはやはり PUSDIKLAT 所管だろう。当面はその２つの方向性をフォローす

ることになる（神田）←同意（植村） 

・本件は開発調査ということもあり、組織・制度的な提言を出してほしい（それが無いと開発調

査では無く、技術協力と同じになる）。また、インドネシアの中小企業振興分野において、デ

ザイン支援の結果としてはデザイン振興センターが設立され、輸出振興支援（NAFED への協力）

については地方展開が行われている。本筋である製造業においても目に見える結果を出してほ

しい（同分野のシニアボランティア事業は小規模であり、同分野で実施しているクラスターに

かかる開発調査は組織・制度的な提言になるかどうかまだ見えないため）（神田）。 

・事務所への依頼事項として、今後提出される本件要請書にかかる BAPPENAS 内の手続き・承認

プロセスのモニター・フォローをお願いしたい。正式要請は５月中旬までには本邦に接到する

必要がある（片山）。 
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第２章 予備調査 

 

 

2.1 調査概要 

 

2.1.1 要請の背景 

 

 2000 年７月にインドネシア政府に提出された「中小企業振興にかかる政策提言」では、イン

ドネシア経済における「viable（潜在的な能力のある）」な中小企業の重要性が示されるととも

に、中小企業の問題点として経営・技術能力の欠如が指摘され、中小企業人材育成事業の必要性

（及びそれを行う機関設立の必要性）が提言されている。 

 一方、産業政策を所掌するインドネシア商工省では、中小企業総局を始めとして複数の関係部

局（研究開発庁、NAFED、PUSDIKLAT 等）が中小企業に対する人材育成事業を行っているものの、

相互の連携が図られておらず、必ずしもインドネシア中小企業のニーズを満たすものになってい

ない現状がある。 

 こうした背景のもと、2002 年８月に商工省研究開発庁は「インドネシア R&D 機関能力強化」

開発調査の実施を要請した。しかし、その内容は上記「中小企業振興にかかる政策提言」提言の

趣旨である中小企業の経営・技術能力の向上のための人材育成に沿うものではなかったため、

2003 年３月にプロジェクト選定確認調査団を派遣し、当方からその点を指摘の上、商工省関係

部局に開発調査 TOR 案を説明して理解を得た。 

 今般、上記開発調査 TOR 案を踏まえて、インドネシア政府から「インドネシア中小企業人材育

成計画調査」を正式要請するに至った。 

 

2.1.2 要請の概要（主な内容であり翻訳ではない、付属資料２．を参照） 

 

（１）案件名 

 インドネシア中小企業人材育成計画調査 

（２）調査の目的 

 中小企業の経営・技術能力向上のための人材育成事業マスタープラン及びアクションプランを

策定し、商工大臣に提出する。 

（３）実施機関 

 商工省の関係部局（中小企業総局、研究開発庁、NAFED、PUSDIKLAT 等） 

 なお、商工省は、調査の円滑な実施のため、ワーキンググループ（WG）を省令等により設立す

る。WG は、日本側調査団と定期的会合を開催して調査進捗・実施をモニタリングする。WG の議

長は中小企業総局長とし、メンバーは研究開発庁、NAFED、PUSDIKLAT、その他商工省関係部署。 
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（４）協力期間 

 2003 年９月～2004 年８月（計 12 ヶ月） 

（５）調査の範囲・活動 

１）情報提供：以下の調査に基づく情報提供。 

  a）中小企業のニーズ調査（JJC8や KADIN9等のインタビューによる） 

  b）商工省関係部署における人材育成事業の現状調査（成功事例含む） 

  c）商工省関係部署における人材育成事業の実施可能性調査 

  d）民間セクターにおける人材育成事業の現状調査（KADIN、その他団体、企業内研修等、成

功事例含む）） 

２）政策提言 

  a）中小企業人材育成事業の現況と問題点（特に商工省） 

  b）中小企業人材育成事業の全体（特に商工省）の改善・強化策の提案（商工省関係部署の

役割を確認→改善・強化策を提案） 

  c）民間セクターを活用した中小企業人材育成事業の振興策 

３）調査結果に基づくモデル研修の実施 

４）ワークショップの実施 

  a）調査開始時のワークショップ 

  b）インテリムレポート提出時のワークショップ（ディスカッションのための） 

  c）モデル研修実施後の結果にかかるワークショップ 

  d）調査終了後のワークショップ 

 

 

2.2 調査団概要 

 

2.2.1 調査目的 

 

（１）商工省中小企業総局を中心に協議を行い、本格調査の調査目的・実施体制・調査活

動等について意見交換の上、合意を図る。 

（２）合意に基づき、S/W10、M/M11を署名・締結する。 

（３）その他の情報収集を行う（例えば、事前評価表作成のため情報収集、コンサルタン

ト公示・契約のため情報収集）。 

 

                                             
8 Japan Jakarta Club。インドネシアの日系コミュニティー。法人部会では在インドネシア日系企業のイ
ンドネシア政府に対する要望の取りまとめ等を行っている。 
9 The Indonesian Chamber of Commerce and Industry（インドネシア商工会議所）。 
10 Scope of Work の略語。実施細則。 
11 Minutes of Meeting の略語。協議議事録。 
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2.2.2 団員構成 

 

（１）総括：片山 裕之、JICA 鉱工業開発調査部工業開発調査課 課長代理 

（２）技術協力行政：義経 浩之、METI 貿易経済協力局技術協力課 企画一係長 

（３）調査企画：上野 修平、JICA 鉱工業開発調査部工業開発調査課 職員 

 

2.2.3 調査日程 

日付 内容 

５月 25 日（日） 東京発（1105）→JL715→ジャカルタ着（1630） 

５月 26 日（月） 9:00～10:00：JICA  

15:00～18:00：中小企業総局長との調査概要にかかる協議 

５月 27 日（火） 9:00～10:15：研究開発庁 

10:45～12:00：輸出振興庁（NAFED） 

15:00～16:00：ジャカルタ商工会議所（KADIN） 

５月 28 日（水） 9:00～10:00：PUSDIKLAT 

11:00～18:00：中小企業総局、研究開発庁、PUSDIKLAT との合同 S/W、M/M

協議 

５月 29 日（木） 午前中：中小企業総局との S/W、M/M 修正作業 

16:00：中小企業総局長との S/W、M/M 署名 

17:30：日本大使館 

夜：ジャカルタ発（2355）→JL716→東京着（翌日 910） 

＊翌週からの「投資促進政策プロ選調査」団員は、引き続き６月５日（木）

夜までジャカルタ滞在 

 

 

2.3 調査結果 

 

2.3.1 調査結果 

 

（１）S/W、M/M の署名： 

商工省中小企業総局を中心に協議を実施し、合意を図り、S/W、M/M に署名した。S/W 記載事項

については当方提案のとおりに合意した。M/M 記載の詳細な事項については、協議の結果を盛り

込み合意した（詳細は以下に後述）。 

 

（２）主な協議結果： 

１）ターゲットセクター： 

 対処方針どおり製造業・裾野産業とし、詳細な業種については調査初期段階で協議することと
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した（M/M 記載）。 

 

２）調査範囲における技術分野： 

 相手側は技術分野への強い関心を有しており、特に中小企業総局を代表して S/W 案・M/M 案協

議に参加していた MIDC 所長からは、「中小企業振興における人材育成は技術と不可分の面があ

る」との発言があった。また、日本側の経営・生産管理を重点分野としたいという意向に対し、

中小企業総局長からは「調査を実施する前から SME のニーズを想定して重点分野を決めるのでは

無く、過去のレポート等には捉われずに、今回あらためて実施するニーズ調査結果等に基づいて

重点分野を決めるべき」との発言があった。 

上記により、対処方針では「経営・生産管理を重点とする」としていたが、「日本側は経営・

生産管理を重点とする旨説明し、インドネシア側は右 2 分野に加えて製造技術も調査に含める旨

要請し、双方はこれに合意。詳細は調査初期段階で決定する。」と M/M に記載した。 

 

（３）その他の協議結果： 

１）先方実施体制： 

 ワーキンググループを実質的活動グループと位置づけ、その上位組織として、意思決定機関の

ステアリングコミティを設立することで合意。関連省庁はステアリングコミティに入るとした。 

両機関に参加すべき商工省関連部署については合意したものの、商工省関連部署のどの者をメ

ンバーとするのか、また、関連省庁の参加待遇について、現時点で日本側が事細かに申し入れす

ることは困難であったため、調査開始時までにインドネシア側が省令等で決定することとした

（相手側は現地 JICA 専門家等と調整の上で決定するとのこと）。なお、ワーキンググループの議

長には、技術分野に特に関心が強いMIDC所長が任命される可能性が高いと思われるが、現地JICA

専門家等の協力のもと、公正な議論が出来るワーキンググループを確保していくことが望ましい。 

 

２）調査工程の短縮、関連情報の事前送付： 

 当方が提案した調査工程を短縮したいとの尼側の要望があり、これに合意し、2003 年以内に

インテリムレポート提出、2004 年３月以内にドラフトファイナルレポートを提出するとした。

相手側が短縮を要望した理由は、2005 年予算要求作業のためには遅くとも５月第１週までに案

が必要とのこと。 

 なお、尼側から調査工程の短縮に際して、関連情報を事前に送付することが可能との申し入れ

があったため、右情報を６月中に JICA インドネシア事務所を通じて送付してもらうこととした。

関連情報とは、ドナー報告書、商工省関連部署の中小企業人材育成事業資料。 

 

３）オフィススペース： 

 前回のプロ選調査時に聴取したとおり、商工省建物内にオフィススペースの確保は困難との発

言があり、当方はこれを了解した。なお、当方はジャカルタにおけるオフィススペースを希望し
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ており、相手側もこれを了解しているものの、相手側からバンドンにある MIDC 内のオフィスス

ペースを提供する提案があり、M/M に記載した。また、PUSDIKLAT からも協議の場で提供の提案

があったが、中小企業総局はこれを提案とはせず、M/M には記載していない。 

 

４）免責条項等の補足： 

 相手側から S/W 及び M/M について次の問題提起があった。１）S/W には M/M との関係が記載さ

れていない、２）S/W では本格調査活動において調査団に損害請求等が起こった場合の対応が不

明確（例：調査団がインドネシアの国内法を犯した場合にも、インドネシア政府が責任を負うの

か否か不明確という主旨）、３）S/W では本格調査活動以外において調査団に損害請求等が起こ

った場合の対応が不明確。 

 協議の結果、上記１）～３）に対し、それぞれ以下の対応の上、合意を取り付けた。１）「双

方は S/W を補完するものとして M/M に署名する」と S/W に記載、２）事業団内資料に従い、（本

格調査活動において調査団に損害請求等が起こった場合の）S/W の免責条項は民事請求のみを想

定している旨を M/M に記載、３）本格調査活動以外において調査団に損害請求等が起こった場合

の対応は、双方ともお互いに協力して対応する旨を M/M に記載。 

 

2.3.2 団長所感 

 

（１）プロ選調査からの課題 

今回協議は、2003 年 3 月のプロジェクト選定確認調査を受け、インドネシア政府からの正式

要請を経て実施された。 

3 月の協議で残された主な課題としては、今回の協議で政策提言の対象としてターゲットセク

ター（業種または品目）を決定する必要があること、インドネシア側が設立するワーキンググル

ープ（WG）に、国民教育省及び労働移住省の代表者を入れるかどうかを含めたメンバー構成、そ

して中小企業の経営能力と技術能力向上のための調査としているものの、その具体的なアウトプ

ットのイメージ作りであった。 

ターゲットセクターについては、本格調査の中で行う人材育成に関する現状調査及びニーズ調

査の過程でインドネシア側と日本側調査団との協議により検討を行いたい旨総局長の発言があ

り、当方はこれを了承した。 

ワーキンググループについては、相手側から、調査のフェーズ毎に調査活動を管理するための

ステアリングコミティと、実際に日本側とともに活動を行うワーキングループの必要性が示され、

組織を２つ設立することとした。他省庁の参加については、当方からコーディネーションが確保

されるかどうかの懸念を示しつつも、相手側の要望を受けて通常メンバーとしてもよいとした。

メンバー構成については、当方の懸念は関係機関が対等に議論できるよう幅広くかつ公正なメン

バー構成を希望しており、結果としてはそれが一応確保された形だが、これから実際にインドネ

シア側の省令等で正式に決まることもあり、懸念は残る。特にワーキンググループの議長に、今

回の協議で製造技術の人材育成に最後まで固執した MICD 所長が選ばれると、議論に偏りが出て
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くる可能性がある。 

また、本格調査のアウトプットのイメージとして、当方からは主に経営・生産管理面の研修の

１）研修内容・実施改善案、2）実施体制改善案、３）制度・政策改善案という提案だったが、協

議結果としては、右に製造技術分野も含め、商工省内の中小企業向け研修にかかる部署間のコー

ディネーション確立が重要なアウトプットとなる。 

 

（２）技術の取り扱いに関する協議 

 調査団出発前の懸念事項として、インドネシア側が製造技術開発に、より強い関心を抱いてい

るのではないかとの観測があったが、「中小企業振興にかかる政策提言」における人材育成の必

要性を当方より説明したところ、本件が製造技術開発のための調査プロジェクトではなく人材育

成という切り口で調査を実施するという趣旨は十分に理解している旨の発言が総局長よりあった。 

総局長との面会後に行った追加的協議においては、MIDC 所長より、技術者に対する人材育成

の必要性が強く主張され、協議の結果、MIDC 所長の発案を先方の発言としてミニッツに記載し、

経営や生産管理と含めて本格調査において日本側との協議の上、提言として取り上げるかどうか

検討することとした。ただし、純粋な技術開発に含まれる内容は日本側の提供可能なリソースや

実施中の協力との重複の問題から対応できる範囲には限りがあることを強調し、MIDC 所長から

は日本側の立場はよく理解しており、日本側が対応できない範囲は自分たち自身の力で行いたい

との発言があった。 

 

（３）先方の調査に対する取り組み姿勢等 

先方政府の本件への取り組みについては、当初の予想以上の熱心さが感じられ、日本側調査団

との対話に強い期待を持っているようであった。中小企業総局以外の商工省関連機関も WG に積

極的に参画し、日本側調査団との協議を通じ、人材育成政策の検討や省内の協調体制の構築に取

り組んでいきたいということが共通した認識であった。特に、輸出振興庁からはインドネシア商

工省の重大な問題点として、連絡調整や情報共有の欠如が指摘され、総合的な協調体制の構築を

目的の一つとした本件の実施は意義が高いとの意見が出された。 

 

（４）民間セクターとの意見交換 

 民間セクターの代表として、ジャカルタ商工会議所との面会を行ったが、同商工会議所はドイ

ツ商工会議所の資金的支援を受けて、セミナーや研修のほかに中小企業に対する信用保証を行っ

ているとの話であった。彼らの問題認識は「中小企業振興にかかる政策提言」提言が指摘する、

金融、マネージメント、生産管理技術などと全く同じ認識であり、同商工会議所が支援する中小

企業を、彼らは「Right SMEs」という呼び方をしており、日本が「中小企業振興にかかる政策提

言」で定義付けた「Viable SMEs」と同じ捉え方をしていた。潜在的な能力とある程度の教育レ

ベルを備えた経営者を支援しているということであり、本格調査においては日本側調査団に対す
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る協力を行う旨の発言があり、今後、重要な関係機関の一つになるであろうと考えられる。 

 

（５）本格調査に希望すること、本格調査実施の際の留意事項 

本調査では、本格調査初期段階の調査結果によって、ターゲットセクターや重要課題を検討・

決定することとしている。実際に検討・決定するインドネシア側は、経営分野の研修を担当する

PUSDIKLAT、技術面の研修を担当する研究開発庁、製造技術開発により強い関心を持つ MIDC 等が

ある。これら思惑の異なる機関が公正に議論を行うためにも、本格調査を実施する調査団には、

科学的・客観的・多面的な調査を実施し、そこで発見される課題をインドネシア側に公正に議論

をしてもらうよう導くことが重要と言える。これら初期段階での調査を調査団がいかに確保して

いくかという面で、調査団の調査方針の立て方と我々JICA の調査団に対する監理・指導が極め

て重要であり、特に技術については協力可能な範囲をよく見極め、可能な範囲において十分に効

果の望める協力内容を現状調査・ニーズ調査の段階で検討しておくことが重要である。 

現在進められている地方分権化の動きにも留意が必要。商工省研究開発庁からは、地方議会の

権限が強化されているため地方のイニシアティブに十分配慮することが必要であるということ

や地方分権法の枠組みにおいて、地方政府の予算は中央の財務省から直接配分されるシステムと

なっていることなどが上げられ、たとえば、いくつかの地方政府を調査対象とする必要があるな

どの発言があった。中小企業総局長はこうした配慮の必要性には触れることはなかったが、本件

は商工省の人材育成計画について政策提言を行うということが大前提であり、地方政府の考え方

に過度な配慮をすれば、一村一品など地域開発のような本来の趣旨とはちがった性格の開発調査

になってしまう恐れが十分に懸念される。 

そのほかに、インドネシア政府一般の問題点として、政策の継続性が保たれにくいとの指摘が

なされており、調査終了後に政策の実施体制をどのように定着させていくか、そのメカニズムに

ついても言及が必要とされる。 

我が方の調査活動実施体制としては、短い期間の中で計画どおりの成果をあげるべく、調査団

の団員構成については精緻な検討が求められよう。 

 

 

2.4 面談等の内容 

 

2.4.1 JICA 事務所 

 

日時：5 月 26 日（月）9：00～10：00 

場所：JICA 事務所内会議室 

出席者：大岩次長、安藤所員、永江 JICA 専門家、調査団 3 名（計 6 名） 

内容： 

（調査団から今回の調査のポイント３つ（ターゲットセクター、技術に対する相手側の関心、ワ
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ーキンググループへの関連省庁の参加）を対処方針に従い説明した。） 

・「技術」は調査範囲とするのか（大岩）。（生産管理をソフト技術と捉えており）「経営」と同じ

ように調査範囲とする。ただし、（ハード技術と捉えている）生産技術は最初で幅広く調査す

るのみで重点としない（片山）。 

・そうだとすると、ワーキンググループに入る研究開発庁の役目が段々と薄れてくる点が懸念さ

れる。なお、中小企業総局長が MIDC の将来を描くことに関心が高い点も懸念している。モデ

ル研修は複数実施すると聞いたが、例えば研究開発庁や MIDC にて実施することも想定してい

るか（永江）。経営や生産管理の研修であれば可能性はあり、生産技術そのものの研修であれ

ば調査範囲外となる。なお、MIDC の将来については、経営・生産管理の研修施設とする（ま

たはその役割を持たす）のであれば調査対象内であり、現在 MIDC が担っている役割のままで

あれば調査対象外となる（片山）。 

・モデル研修をどこの機関で実施するかは重要であり、本開発調査の最終提言（例えば診断制度

のイメージか中小企業大学校のイメージか等）を見据えて決める必要がある。なお、想定され

る機関とは、研究開発庁の施設か、PUSDIKLAT の施設かであろう（大岩）。どの機関で実施す

るかは悩ましいが、（本調査は経営や生産管理を重点とすることもあり）PUSDIKLAT を外すこ

とはあり得ない。PUSDIKLAT は（研究開発庁施設と比べても）ある程度の実施体制は整ってい

る（永江）。 

・専門家との連携はどう考えているか（大岩）。現在人選中であり今年には派遣予定（義経）。本

開発調査は、調査の方向性がズレないようにするために、調査開始後もワーキングループ等を

通じて現地側（当面は永江専門家、派遣後は人材育成専門家）でフォローすることが重要と考

えている（大岩）。 

 

2.4.2 中小企業総局長との調査概要にかかる協議 

 

日時：5 月 27 日（月）15：00～18：00 

場所：商工省 15 階会議室 

出席者：Agus 中小企業総局長、Nurdin 総局次長、TaufiqMIDC 所長、Ramon 総局対外サービス＆

国際協力課長、Steven 特別アドバイザー、Lienda 総局国際協力班長、他尼側 3 名、

安藤所員、永江 JICA 専門家、調査団 3 名（計 14 名） 

内容： 

（双方挨拶の後、調査団から調査概要に係るプレゼン１12、及び調査の目標・対象にかかるプレ

ゼン２13を実施） 

・ワーキンググループの開催頻度を決めるべき、例えば毎月に一度（Steven）。ワーキンググル

ープはフェーズ毎に最低一度は開催し、そこでの合意を得てから次のフェーズに進むべき。な

                                             
12 付属資料５．のプレゼンテーション資料のこと。 
13 同上 
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お、もちろん PUSDIKLAT 等も呼んでオープンな形でやりたい（Agus）。←双方合意。 

・尼側が各種情報を提供し、また JICA が実施するクラスターにかかる開発調査の情報や ADB の

情報等を活用すれば、調査実施を前倒しできる（Nurdin）。1 つ目の依頼事項として調査を前

倒しして提言を早めにする（例えば 1 月に提言）ことを S/W 署名までに検討してほしい。提言

が早く欲しい（Agus）。 

・プレゼン１は理解し、このプレゼン２については現段階の日本側の案として理解する。つまり、

プレゼン２については調査過程において導くべき「結論」が説明されている（つまり本格調査の

提言の方向性が既に明記されているとのこと）ので１つの案として理解する。本調査は人材育成

の案件であって製造技術の案件でないことは分かっており、人材育成のなかでとりあげるべき分

野をフェーズ１結果から判断していきたいと考える。それらについてもフェーズ１の調査結果を

確認した後に決めるべき（Agus）。プレゼン２記載事項は、「中小企業振興にかかる政策提言」レ

ポート作成時の調査・分析に基づくものであり、今回の本格調査の枠組みとなるもの。また、以

前に商工省次官が作成した中小企業総局、研究開発庁、及び PUSDIKLAT の役割分担のメモも枠組

みとなるが（永江）。過去の省令等や報告書に縛られずに、今回の調査でもニーズ調査等をせっ

かく実施するので、それらの調査結果となる実際の「ニーズ」に基づいて柔軟に枠組みを決める

べき。具体的にはフェーズ１終了後に決めるべき。これが２つ目の依頼事項。なお、地方自治に

関しても調査すべき（Agus）。 

・ターゲットセクターについて、Agus 総局長は製造業と自動車部品としたい意向を持っていた

（Steven）。本調査ではどのセクターにも関連する経営と生産管理分野を重点とすると日本側

が説明しているが、生産技術分野と関連の深いターゲットセクターを決めることにより調査の

アウトプットとして何を期待しているのか（永江）。（明確には質問に返答せずに）ターゲット

セクターはブック２14記載のコモディティーから選んで人材育成を実施してほしい（Agus）。 

・プレゼン２で説明のあった「IE」や「KAIZEN」は尼側ではもう既に勉強していること。尼側が

欲しているのは、どこにでも応用できる「system」。例えば日本企業では労働者と経営者が同

賃金をもらえるが、尼企業ではこれはあり得ないため、人材育成も日本側と尼側で変わってく

る。これで言うと尼側に適用した人材育成の「system」が必要ということ。「KAIZEN」につい

ては、なぜ尼側には適用が難しくて、何が定着しない原因か等を調べることが重要である

（Taufiq）。 

→以上で協議を終了し、今後は S/W 案、M/M 案を尼側で検討してもらい、5 月 29 日に再度詳細に

協議することとした。 

 

                                             
14 ブック２とは、永江 JICA 専門家によると、最近中小企業総局が取りまとめた開発計画のこと（5／26 時
点では JICA 事務所で翻訳中とのこと）。 
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2.4.3 研究開発庁 

 

日時：5 月 27 日（火）9：00～10：15 

場所：研究開発庁 

出席者：Dr.Imam 総局次長、Herry 国際貿易担当局長、Agus 資源地域環境担当局長、他尼側 1

名、永江 JICA 専門家、調査団 3 名、（計 8 名） 

内容： 

（調査団から本格調査概要についてプレゼン１を用いて説明した） 

・研究開発庁は 22 の研究施設があり、研修も実施している。中小企業向け研修についてはこれ

らの施設を活用すべき（Agus）。本調査のメインプレーヤーは中小企業総局だが、提言の実施

に関しては研究開発庁が大きな役割を担うので協力して欲しい〈永江〉。同意する（Agus）。 

・プレゼン１のスケジュールは、次年度予算要求が 5 月第 1 週からということもあり、よいタイ

ミングだ（Agus）。 

・コメントとして、研修を全国展開することも考慮して地方政府をもっと関与させるべき。例え

ばいくつかの地方政府をワーキンググループに入れてみてはどうだ。無理であってもぜひ協

力・連携はしてほしい（Agus）。 

・実施している研修の規模は、１つの施設で 20 人～30 人を年に２、３回実施している（Herry）。 

 

2.4.4 輸出振興庁（NAFED） 

 

日時：5 月 27 日（火）10：45～12：00 

場所：輸出振興庁 

出席者：Rahayubudi 輸出情報・研修所長、永江 JICA 専門家、調査団 3 名（計 5 名） 

内容： 

（調査団から本格調査概要についてプレゼン１を用いて説明した） 

・指摘の問題点のとおり、商工省内の複数部署で中小企業向け研修を実施しているがコーディネ

ーションが無く、研修を受ける中小企業にとって問題となっている。例えば、輸出振興庁は主

に国外市場向けマーケティングの研修を実施するが、中小企業によってはマーケティングだけ

ではなく、国外市場に向けた製品改善が必要な場合があり、これは中小企業総局なり研究開発

庁なりがノウハウを持っている。国外市場を狙う中小企業にとっては、production から

marketing、そして management といった総合的な能力が必要であり、研修を実施する商工省も

統合的（integrated）に研修を提供する必要がある（Rahayubudi）。 

・また、インドネシア政府全般に言えることだが、計画があっても実施が難しいことがある。計

画倒れせずに実施まで運ぶためには、１）既存の体制をうまく活用すること、２）大臣の命令

等の強いパワーが必要、であり是非検討してほしい（Rahayubudi）。懸念の点に関し、本調査

では、１）中小企業総局長を議長として関係機関でワーキンググループを形成する、またその
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過程で中小企業総局のリーダーシップが強化されるかもしれない、２）提言にはメカニズムを

含む予定（メカニズムとは、例えば中小企業総局が中小企業向けの研修については予算を持ち、

各輸出振興庁、研究開発庁、PUSDIKLAT 等の研修実施機関は、中小企業総局の方針に沿った研

修を実施することでその予算が配分される）（永江）。 

 

2.4.5 ジャカルタ商工会議所（KADIN） 

 

日時：5 月 27 日（火）15：00～16：00 

場所：ジャカルタ商工会議所 

出席者：Donaldi 外国貿易議長、尼側他 1 名、安藤所員、永江 JICA 専門家、調査団 3 名（計 7

名） 

内容： 

（調査団から本格調査概要についてプレゼン１を用いて説明） 

・当商工会議所でも中小企業の問題点を長い間分析してきており、それに基づき次の４つを実施

している。１）相談業務、２）経営にかかる定期的なセミナー、３）輸出振興にかかる展覧会

等を開催するためのスポンサー探し、４）資金提供・融資。抱える問題としては資金不足が一

番重要。なお、現在はドイツ商工会議所の資金協力によりセミナーを実施している。セミナー

は無料かつ飲食を参加者に提供して実施している。これには誰でも参加できる（流しの屋台の

経営者でも）。料金を徴収しない理由は、徴収すると誰も参加しないから。1 回 2 週間のコー

スで、年間 500 人～600 人参加している（Donaldi）。 

・本調査は、政府（特に商工省）が中小企業に対して何をどのように研修実施すればよいか調査

して提言するもの。商工会議所を代表として、民間では同様の研修がいくつもあり本調査の参

考となるので、その意味で協力してほしい〈永江〉。協力する（Donalid）。 

 

2.4.6 PUSDIKLAT 

 

日時：5 月 28 日（水）9：00～10：00 

場所：PUSDIKLAT 

出席者：Dr.Irwadi PUSDILAT 次長、Ms.Elgetrisna（役職不明）、永江 JICA 専門家、調査団 3

名（計 6 名） 

内容： 

（調査団から本格調査概要についてプレゼン１を用いて説明） 

・インドネシア側としては、中小企業総局は政策担当、研究開発庁は技術分野の研修担当、

PUSDIKLAT は経営分野の研修担当という役割分担のもとに認識している（Irwadi）。今回の中

小企業総局との協議で、本格調査の提言は、以前のデマケーション等に縛られずに行うことと

した（調査団）。 
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（その他、PUSDIKLAT 側から、現在インドネシア大学の協力のもと、PUSDIKLAT（他省庁の

PUSDIKLAT も併せてだと推測される）を「Badan」（中小企業総局、研究開発庁と同レベルの部

署のこと）にすることが検討されているとの話があった。） 

 

2.4.7 中小企業総局、研究開発庁、PUSDIKLAT との合同 S/W、M/M 協議 

 

日時：5 月 28 日（水）11：00～18：00 

出席者：Taufiq MIDC 所長、Ramon 総局対外サービス＆国際協力課長、Steven 特別アドバイザ

ー、Lienda 総局国際協力班長、Agus 研究開発庁資源地域環境担当局長、Halomoon 研

究開発庁 secretariat、Irwadi PUSDIKLAT 次長、Ms.Elgetrisna（PUSDIKLAT 役職不明）、

安藤所員、永江 JICA 専門家、調査団 3 名（計 13 名） 

内容： 

（S/W 案、M/M 案について出席者全員で確認した。今回の協議で合意した主なポイントは以下の

とおり） 

●S/W について： 

・免責条項があると署名できない（尼側）。→M/M に、日本側・尼側双方は調査活動以外の請求

等について関係が無いこと、S/W の免責条項は民事訴訟のことを意味すること、日本側調査団は

尼の法律を守ること、を記載することで合意。 

・S/W と M/M の関係が明記されない（尼側）。→S/W から漏れる事項は M/M が補完する旨を M/M

に記載することで合意。 

●M/M について： 

→ステアリングコミティとワーキンググループの２つの組織を設立することで合意。 

→各フェーズ（調査フェーズ、提言フェーズ、モデル研修フェーズ、アクションプラン検討フ

ェーズ）毎にステアリングコミティの評価を受けることで合意。 

→インドネシア側は商工省にオフィススペースが無いため、MIDC（バンドン）のオフィススペ

ースを提案した（ただし、あくまで提案のみであり、日本側調査団はジャカルタにオフィス

を借りることを両方承知）。 

→インドネシア側（特に Tafiq MIDC 所長）の強い要望により、次の事項を M/M に記載し、本

格調査の最初の段階で決定することとした。 

「日本側は経営と生産管理技術を本格調査の提言の主要部分としたい旨説明。インドネシア側は

調査を二つに分けて、日本側は経営・生産管理重点、インドネシア側は製造技術を重点として、

その点はインドネシア側が日本側調査団をアシストする」 

→インドネシア側（特に Tafiq MIDC 所長）の強い要望により、次の事項を M/M に記載し、本格

調査の最初の段階で決定することとした。 

 「インドネシア側は本格調査の活動として、次の事項を要望した。応用範囲の広い人材育成モ

デル、中小企業のニーズを満たすシステマティックな方法、研修カリキュラムを作成するシス
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テマティックな方法。日本側はワーキンググループでそれらについて議論されるべきであると

答えた。」 

→インテリムレポートは年内、ドラフトファイナルは年度内に提出することで合意。 

→インドネシア側は2003年6月までに関連情報をJICAインドネシア事務所を通じて日本側に

送付することで合意。 

 

2.4.8 中小企業総局長の S/W、M/M 署名 

 

日時：5 月 29 日（木）16：00 

内容： 

・前日に合意したインドネシア側（特に TafiqMIDC 所長）の強い要望により M/M 案に記載した

「調査を二つに分けて～」は削除し、「調査には製造技術分野も含む。詳細は本格調査初期段

階で合意する」と変更、署名した。 

 

2.4.9 日本大使館 

 

日時：５月 29 日（木 17:30～18:00 

場所：日本大使館 

出席者：福岡参事官、調査団３名（計４名） 

内容： 

（当方から S/W、M/M 写しを手交し、本予備調査の結果を報告） 

・他省庁がステアリングコミティに参加することについては個人的には大きな問題と

は考えていない（福岡） 

・今後の MIDC をどうするかについては、重要な課題だと考える。今回の人材育成に

ついても、MIDC の今後がどうなるかわからないため、本調査に関与してきて

いるのだろう。今後がどうなるかはっきりわかれば（日本が引き続き協力する

等）、本調査から自然と離れていくような気がする（福岡）。            

 

 

 



 

 

 

 

 

 

付 属 資 料 
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